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高度急性期
急性期患者の状態の早期安
定化、診療密度が高い

急性期
急性期患者
の状態の早
期安定化

回復期
急性期を経過した
患者への在宅復帰

慢性期
長期にわたり療養が
必要な患者

軽症急性期を中心とする病棟
(比較的軽度・軽症)

機能：比較的症状が軽い患者に対する急
性期医療を提供している病棟

• 「断らない病院」としてのより重い
責任。緊急で重症な患者を受け入れ
る役割の向上

• 病病連携、退院支援の強化を通じ在
院日数の短縮を進める。

病床機能報告

高度急性期
3,000点以上

急性期
600～3,000点未満

回復期
175点～600点未満
回復期リハ病床

慢性期
障害者病棟、特殊病棟、療養
病床医療区分１の30% 等

地域医療構想
（将来の病床数の必要量）

重症急性期を中心とする病棟
(比較的重度・重症)

機能：救急患者の受入、手術などの
重症患者の受入に特化した病棟

• 地域の軽症の救急患者や在宅患者の
増悪時の救急受入

• 回復期の病棟とともに、地域の医
療・介護事業所との連携を強化する

• 嚥下・排泄へのリハなど在宅生活に
必要な医療機能を高める

機能の発揮

連携の強化

圏
域
ご
と
に
機
能
の
過
不
足
が
あ
る
場
合
は
調
整

機能の明確化
「重症急性期」病棟は

50床あたり
手術＋救急入院＞１日２件

を目安

機能の発揮

今後の取り組み

急性期の報告の「奈良方式」

平成２９年の病床機能報告に加え、奈良県の独自の取り組みとして、急性期を重症と
軽症に区分する目安を示したうえで報告を求め、施策の対象となる医療機能を明確化
し、より効果的な施策の展開を図る。（第７次保健医療計画にも反映させる予定。）
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◆病床機能報告【報告様式②】（具体的な医療の内容に関する項目）を活用
◆入院基本料単位で治療実施毎に分析
◆治療実績が多く、看護配置が少なくなるに伴い、件数が大幅に減少しているデータをもとに仕分け

算定式 病棟単位の月あたりの件数÷30日×（50床÷許可病床数）

手術総数算定回数

「１」以上

呼吸心拍監視
（3時間超7日以内）

「2」以上

or or or化学療法算定日数

「１」以上

救急医療加算管理

レセプト件数

「１」以上

上記要件を満たすものを、便宜上、「（重症）急性期」に分類

それ以外を「地域急性期（サブアキュート、ポストアキュート）」

※ 分類結果による仕分けと「病床機能報告」はリンクしない 17

病床機能報告の診療実態を分析し、
急性期報告病棟における病床機能を仕分け

２ (2) 診療実態分析 ① 仕分けルール
大阪府
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